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事業評価対象事業 位置図

①近畿自動車道名古屋神戸線
大津J～城陽:約25.1km
前回:R3事業再評価
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②四国横断自動車道阿南四万十線
鳴門～高松市境:約51.8km
前回:H29事業再評価
（H30年度開通）



事業評価対象事業 一覧

NO 事業名
事業
許可
年度

前回
評価
年度

実施要領基準※1 審議
区分※2

資料
作成※2

費用対効果
分析※2 備考

①
近畿自動車道 名古屋神戸線

大津JCT～城陽
Ｈ２４ Ｒ３

第３－１－（５）
社会情勢の変化

重点 作成 実施
H24.4 事業許可（4車線整備）
R2.3 事業許可（6車線化）

■「事業再評価」

※1：国土交通省所管公共事業の再評価実施要領（平成30年3月30日 国土交通省）
※2：令和3年度 西日本高速道路株式会社 事業評価監視委員会 資料7（委員会での指摘を踏まえた修正版）における「再評価の重点化・効率化に係る確認フロー」及び

「確認後ケース別の審議区分・資料等の作成方法」より（令和4年3月9日）
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（対象事業）

事業採択後一定期間（直轄事業等は3年間、補助事業等は5年間）が経過した時点で未着工の事業、事業採択後長期間（5年間）が経過し

た時点で継続中の事業等について再評価を行い、必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には事業を中
止するもの。※平成10年度から導入。

NO 事業名 完了年度 実施要領基準※4 備考

③
四国横断自動車道 阿南四万十線

鳴門～高松市境
H３０

第３－１－（１）
事業完了後5年以内

H30.4 津田寒川～高松市境 供用
H31.3 鳴門～津田寒川 供用

※3：四国横断自動車道 阿南四万十線（鳴門～高松市境）の事後評価については、１月１２日（金）西日本高速道路(株)事業評価監視委員会にて
審議を行ったが、対応方針（案）の修正のため再度審議を行う

※4：国土交通省所管公共事業の完了後の事後評価実施要領（平成30年3月30日 国土交通省）

■「事後評価」

（対象事業）※3

事業完了後に、事業の効果、環境への影響等の確認を行い、必要に応じて適切な改善措置、同種事業の計画・調査のあり方等を検討す
るもの。※平成15年度から導入。



【参考】国土交通省所管公共事業の再評価実施要領（平成30年3月30日）抜粋
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○事業を巡る社会経済情勢等の変化

　⇒・事業の効果や必要性、周辺環境等に変化がない

　例）地元情勢等の変化がない

○前回評価からの事業費・事業期間の増加

　⇒・事業費の増加

　　 ・事業期間の増加

○前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等

　⇒・費用便益分析マニュアルの変更がない

　　 ・需要量等の変化（需要量等の減少が１０％※１以内）

　　 ・周辺ネットワークで新規事業化がない

　⇒下記の要件のうち、一方もしくは両方を満たしている

　　 ・事業費に比して費用対効果分析に要する費用が大きい

　　　（直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以上）

　　 ・前回評価時の感度分析における下位ケース値が

　　　基準値を上回っている

ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

YES

NO

１０％※１超

増加

NO

YESYES

１０％※１以内

増加
増加なし

※１ 感度分析の範囲を参考に記載しているが、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、

その値を使用することができる

【参考】２．今後の審議方法
再評価の重点化・効率化に係る確認フロー
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①近畿自動車道名古屋神戸線
（大津ＪＣＴ～城陽）

令和3年度 西日本高速道路株式会社
事業評価委員会
資料７（委員会での指摘を踏まえた修正版）抜粋
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【参考】３．今後の審議方法
確認後 ケース別の審議区分・資料等の作成方法

令和3年度 西日本高速道路株式会社
事業評価委員会
資料７（委員会での指摘を踏まえた修正版）抜粋



【参考】国土交通省所管公共事業の完了後の事後評価実施要領（平成30年3月30日）抜粋
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